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仕入先サステナビリティガイドライン  

（2010年 12月制定、2024年 12月改訂 第四版） 

＜安全･品質･原価低減＞  

（1） お客様ニーズへの取り組み 

社会にとって必要とされる会社になるため、お客様から信頼され、満足していただ

ける高品質で環境負荷を低減する製品やサービスの提供に努める。 

（2） 適切な情報提供 

お客様に対し、製品･サービスに関する適切な情報の提供を行う。 

（3） 製品･サービスの安全確保 

各国・地域ごとに定められた安全法規等を満たした製品・サービスの生産・提供を

行う。 

（4） 製品･サービスの品質確保 

品質を確保する全社的な仕組みの構築･運用を行う。 

（5） 原価低減 

原価低減活動によるコスト競争力を実現し、低価格の製品･サービスの提供に努める。 

 

＜人権・労働＞ 

（6） 差別の禁止 

出生、国籍、人種、民族、信条、宗教、性別、年齢、障がいの有無、健康状態、趣

味、学歴、性的指向・性自認などに基づく非合理なあらゆる差別を行わない。 

（7） 人権尊重 

個人の多様な価値観、人権を尊重し、ハラスメントを含む人権侵害行為は 

一切行わない。 

（8） 土地収奪の禁止 

事業を行う上での土地の取得においては、住民や地域社会の権利を尊重し、直接・

間接を問わず不当な土地収奪に関与しない。 

（9） 児童労働の禁止 

国際規範で定める就労最低年齢（15 歳）、各国・地域の法令で定める就労最低年齢

のいずれか最長の年齢に達しない児童労働は行わない。 

（10） 強制労働の禁止 

すべての労働（移民労働を含む）は自発的であること、及び従業員が自由離職 

できることを保証し、強制労働を強いることは無い。債務または奴隷労働、非自主

的囚人労働、人身売買を用いない。 

（11） 賃金 

最低賃金、割増賃金等に関する各国･地域の法令を遵守する。 
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（12） 労働時間 

従業員の労働時間（超過勤務を含む）の決定、及び休日･年次有給休暇の付与その他

について、各国･地域の法令を遵守する。 

（13） 従業員との対話･協議 

従業員の代表、もしくは従業員と誠実に協議･対話するとともに、従業員が自由に結

社する権利または結社しない権利を、事業活動を行う国・地域の法令に基づいて認

める。 

（14） 安全・健康な労働環境 

従業員の職務上の安全･健康の確保を最優先とし、事故･災害の未然防止に努める。

これには、人体に有害な化学物質に接する状況や身体的に負荷のかかる状況の特定

と評価、適切な管理、メンタルヘルスへの配慮、機械装置の安全対策を含める。 

（15） 人財育成 

階層別・職能別教育を行い、仕事に必要な知識・技術・技能の習得と、人間力の 

向上に努める。 

 

＜環境＞ 

（16） 環境マネジメント 

幅広い環境活動を推進するため、各国･地域の法令を遵守するとともに、全社的な 

管理の仕組みを構築し、継続的に運用･改善を行う。 

（17） 温室効果ガスの排出削減 

地球温暖化防止に貢献するため、事業活動での温室効果ガスの排出管理を行い、 

削減活動を推進し、エネルギーの有効活用に取り組む。 

（18） 大気･水･土壌等の環境汚染防止 

大気･水･土壌等の汚染防止に関する各国･地域の法令を遵守するとともに、継続的な

監視と汚染物質の削減を行い、環境汚染を防止する。 

（19） 省資源・廃棄物削減 

廃棄物や水の削減に努めるとともに、３R (Reduce 減らす・Reuse 再利用する・

Recycle リサイクルする)の考えを基本に、省資源、再資源化を推進する。 

（20） 化学物質管理 

環境汚染の可能性がある化学物質の安全な管理を行う。 

各国･地域の法令で禁止された化学物質を、当該国･地域において製品に含有させ 

ない。製造工程において禁止された化学物質は使用せず、各国･地域の法令で指定 

された化学物質に関しては排出量の把握と行政への報告を行う。 

（21） 水資源の保全 

    各生産拠点の水資源に関するリスク管理と、水の利用効率化を進める。 
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（22） 自然共生社会の構築 

事業活動を通じた生態系への影響の極小化に努め、生態系の保全に努める。 

 

＜倫理・コンプライアンス＞ 

（23） 法令の遵守 

各国･地域の法令を遵守し、コンプライアンス徹底のための方針や体制･行動指針･ 

通報者の保護が確保された通報制度･教育等の仕組みを整備し、実施する。 

（24） 反社会的勢力との関係断絶 

市民社会の秩序又は安全に脅威を与える反社会的勢力（暴力団等）には、き然と 

した態度で接し、一切関係を持たない。 

（25） 競争法の遵守 

各国･地域の競争法を遵守し、私的独占、不当な取引制限（カルテル･入札談合等）、

不公正な取引方法、優越的地位の濫用等の行為は行わない。 

（26） 腐敗防止 

政治・行政に対する政治献金や寄付は、各国･地域の法令に基づいて実施する。 

顧客や政治・行政に対し、不正が疑われるような接待や金品授受等の行為は行わ 

ない。 

（27） 機密情報の管理･保護 

お客様・第三者･従業員の個人情報や機密情報は、正しい方法で入手するとともに、

利用目的内で使用し、厳重に管理･保護する。 

（28） 輸出取引管理 

製品の輸出・輸入及び技術の海外提供にあたっては、関係法令に従って適切な手続

きを行う。 

（29） 知的財産の保護 

自社が保有あるいは自社に帰属する知的財産権を保護するとともに、第三者の知的

財産の不正入手や使用、権利侵害を行わない。 

（30） 責任ある資源・原材料の調達 

   人権、環境等の社会問題を引き起こす可能性のある原材料（例：紛争鉱物・コバルト・ 

天然ゴム等）の使用による地域への影響に配慮し調達に取り組む。 

 

＜情報開示＞ 

（31） ステークホルダーへの情報の開示 

環境、財務状況･業績、事業活動の内容などの情報をステークホルダーに対し適時･

適切に開示するとともに、オープンで公正なコミュニケーションを通じてステーク

ホルダーとの相互理解、信頼関係の維持･発展に努める。 
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＜リスクマネジメント＞ 

（32） リスク管理の仕組み構築･運用 

企業の事業行動に関するリスクを分析するとともに、早期復旧や事業継続のための

事業継続計画(BCP：Business Continuity Plan)を策定･運用する。 

（33） 災害時の行動 

災害発生時には、従業員と地域住民の人命の確保を第一に、地域の復旧と早期の 

生産復旧に努める。 

（34） 情報セキュリティ 

コンピューターネットワーク上の脅威に対する防御策（サイバーセキュリティ等）

を講じて、情報漏洩などによって自社および他社に被害を与えないよう管理すると

ともに、従業員の教育を行う。 

 

＜社会貢献＞ 

（35） 地域への貢献 

地域社会との密接な連携と協調を図り、社会の持続的発展に貢献するとともに、 

さまざまな社会貢献活動（学術・文化・スポーツ支援、ボランティア活動参加支援、

各国の地域社会への貢献等）を積極的に実施し、地域社会との絆を築く。 

 

＜自社および取引先様へのサステナビリティ活動展開＞ 

（36） 自社内における構築･運用 

サステナビリティの重要性を正しく理解し、サステナビリティ活動を推進するため

の組織体制などの仕組みを構築し、適宜･適切に運用する。 

（37） 自社から取引先様に対する展開 

皆様の取引先様についても当ガイドラインの趣旨を踏まえた方針を伝達し、その 

実態把握に努め、必要であれば啓発･支援を行う。 


